
平成年月日 火曜日 (第号付録) 月目録官 報

条

約
日

号
外

ペ
ー
ジ

一
三

所
得
に
対
す
る
租
税
及
び
あ

る
種
の
他
の
租
税
に
関
す
る

二
重
課
税
の
除
去
並
び
に
脱

税
及
び
租
税
回
避
の
防
止
の

た
め
の
日
本
国
と
ド
イ
ツ
連

邦
共
和
国
と
の
間
の
協
定

三
〇
215
一
三

一
四

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す

る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱

税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国

政
府
と
イ
ン
ド
共
和
国
政
府

と
の
間
の
条
約
を
改
正
す
る

議
定
書

三
〇
215
四
七

府

令

〇
内

閣

府

五
七

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
内

閣
府
令

一
193

二

五
八

警
察
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
内
閣
府
令

七
197
一
五

五
九

銀
行
法
施
行
規
則
等
の
一
部

を
改
正
す
る
内
閣
府
令

一
五

二

六
〇

沖
縄
総
合
事
務
局
組
織
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令

三
〇
215
五
三

六
一

貸
金
業
法
施
行
規
則
等
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

三
〇
215
五
三

六
二

消
費
者
契
約
法
施
行
規
則
及

び
消
費
者
の
財
産
的
被
害
の

集
団
的
な
回
復
の
た
め
の
民

事
の
裁
判
手
続
の
特
例
に
関

す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
内
閣
府
令

三
〇
215
五
四

府
令

・
省
令

〇
内
閣
府
、
総
務
省

四

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の

個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

別
表
第
二
の
主
務
省
令
で
定

め
る
事
務
及
び
情
報
を
定
め

る
命
令
の
一
部
を
改
正
す
る

命
令

一
二
201

一

五

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の

個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

別
表
第
一
の
主
務
省
令
で
定

め
る
事
務
を
定
め
る
命
令
の

一
部
を
改
正
す
る
命
令

三
〇
215
五
五

〇
内
閣
府
、
財
務
省

三

預
金
保
険
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
命
令

一
六

二

〇
内

閣

府
、
財
務
省
、

経
済
産
業
省

七

経
済
産
業
省
・
財
務
省
・
内

閣
府
関
係
株
式
会
社
商
工
組

合
中
央
金
庫
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
命
令

一
五

三

〇
内
閣
府
、
厚
生
労
働
省

八

労
働
金
庫
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
命
令

一
五

三

〇
内
閣
府
、
国
土
交
通
省

三

流
通
業
務
の
総
合
化
及
び
効

率
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律

に
基
づ
く
総
合
効
率
化
計
画

の
認
定
に
係
る
都
道
府
県
公

安
委
員
会
の
意
見
の
聴
取
に

関
す
る
命
令

三
〇
216

二

省

令

〇
総

務

省

八
四

携
帯
音
声
通
信
事
業
者
に
よ

る
契
約
者
等
の
本
人
確
認
等

及
び
携
帯
音
声
通
信
役
務
の

不
正
な
利
用
の
防
止
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
三

六

八
五

公
的
年
金
制
度
の
財
政
基
盤

及
び
最
低
保
障
機
能
の
強
化

等
の
た
め
の
国
民
年
金
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

一
部
の
施
行
に
伴
う
経
過
措

置
に
関
す
る
省
令

三
〇
215
五
六

〇
総
務
省
、
財
務
省

六

租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う

所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び

地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す

る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇
215
五
六

〇
法

務

省

四
二

法
務
省
定
員
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

七
197
一
五

四
三

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の

支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
六

二

〇
外

務

省

一
一

外
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

七
197
一
五

〇
財

務

省

六
二

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則

等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
193

六

六
三

財
政
融
資
資
金
の
管
理
及
び

運
用
の
手
続
に
関
す
る
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二

一

六
四

財
務
省
定
員
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

七
197
一
六

六
五

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施

行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

一
二
201
一
三

六
六

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
〇

二

六
七

株
式
会
社
国
際
協
力
銀
行
の

会
計
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

三
〇
215
五
七

六
八

株
式
会
社
国
際
協
力
銀
行
法

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

三
〇
215
六
六

六
九

公
的
年
金
制
度
の
財
政
基
盤

及
び
最
低
保
障
機
能
の
強
化

等
の
た
め
の
国
民
年
金
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

一
部
の
施
行
に
伴
う
経
過
措

置
に
関
す
る
省
令

三
〇
215
六
六

七
〇

租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う

所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び

地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す

る
法
律
に
基
づ
く
租
税
条
約

に
基
づ
く
認
定
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇
215
六
七

七
一

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇
216

三

七
二

法
人
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

三
〇
216

三

七
三

租
税
特
別
措
置
の
適
用
状
況

の
透
明
化
等
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

三
〇
216

四

〇
文
部
科
学
省

三
〇

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施

行
規
則
及
び
社
会
保
障
協
定

の
実
施
に
伴
う
私
立
学
校
教

職
員
共
済
法
施
行
規
則
の
特

例
等
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

三
〇
215
六
七


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